
予算要求資料
令和２年度当初予算　 支出科目 　款：農林水産業費　項：農業費　目：農業振興費
	事業名　新ジャンボタニシ被害対策推進事業


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部　農産園芸課　クリーン農業係　電話番号：058-272-1111（内2868）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11423@pref.gifu.lg.jp　
１　事業費　8,950千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	8,950
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	8,950

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　・令和元年度22市町でスクミリンゴガイ（通称；ジャンボタニシ）の水稲食害被害が確認され、越冬する個体の増加により、さらに被害が拡大する傾向にある。
　・水田内の防除対策として、農林事務所が、耕種的防除（浅水管理、冬季の耕起）や化学的防除（農薬散布）を呼び掛けているが、意識ある農業者が限定的に実施しているのみで、水田内と、隣接する農業用排水路の一体的な対策を講じている取組が少ない状況。

　・そこで、作付け体系やほ場条件等の違いによって、被害発生の仕組みや発生の実態把握をするとともに、関係機関が一体となって広域かつ総合的な知見から被害状況に応じた効果的な対策を講じ、それを波及させる必要がある。
（２）事業内容

　　① ジャンボタニシ被害対策推進事業（4,950千円）
・県関係機関で構成する被害対策チームの設置。
・被害対策アドバイザー（学識経験者）との共同研究による、水稲食害被害の実態調査や被害発生の仕組みの解明。
・重点地区に対する、耕種的・化学的防除を組合わせた総合的な対策のPDCAサイクル。
・被害対策の啓発（チラシの作成・配布、セミナーの開催）
　　②ジャンボタニシ被害対策推進補助金　(4,000千円）
・耕種的・化学的防除を総合的に取組もうとする地区を公募し、重点地区（４か所）を設定。
・市町村やＪＡが主となり、水田ほ場内における広域かつ総合的な対策の実践及び効果確認を行う取組を支援。

　　　　補助率1/2以内（上限1,000千円）
補助事業者（事業主体）：市町村（市町村，農協）　

（３）県負担・補助率の考え方

　　・水稲での食害被害による減収を抑止するための取組であり、県負担は妥当。
　　・市町村又は農協が、地域の担い手と農業者が組織する団体等と連携して取組むことから、事業主体及び補助率は妥当
（４）類似事業の有無
　　生態系保全支援事業費補助金（農村振興課)（森林環境税を活用）
　　　事業主体：市町村　補助率：1/2（上限1,000千円）
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	82
	被害対策アドバイサー、セミナー講師報償費

	旅費
	304
	アドバイザー費用弁償、業務旅費

	需用費
	398
	消耗品費、印刷製本費、燃料費

	委託料
	3,866
	大学との共同研究、環境ｺﾝｻﾙによるジャンボタニシ発生量調査

	補助金
	4,000
	ジャンボタニシ被害対策補助金（市町村、ＪＡ）

	その他
	300
	役務費、使用料、補償補填費

	合計
	8,950
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　○ぎふ農業・農村基本計画

　　　２　売れるブランドづくり

　　　　＜基本施策＞
　　　　（２）新品種・新技術の導入
病害虫の効率的な防除方法の開発、温暖化に対応した栽培・飼養技術の開発により安定性生産技術を確立・普及する。
（２）他県の状況
　　　・千葉県が令和２年度当初予算要求中。その他はなし
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　重点地区において、ジャンボタニシの被害状況を把握し、講じた対策により被害が減少したことを確認する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	目　標
(R4年度末)
	達成率

	総合的対策に取組む重点地区
	０
（R1）
	４
（R2）
	４
（R3）
	４
（R4末）
	％


（前年度の取組）

	・事業の活動内容
　・生態系保全支援事業費補助金　６市町に交付
　・病害虫防除所にて県内発生状況調査を実施、情報提供

　・各農林事務所にて水田内の対策を指導
　・令和元年10月「ジャンボタニシ対策会議」を開催　出席者140名



（前年度の成果）

	・重点地区設置数　０



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

○
	広域的かつ総合的な見地から被害の状況等に応じた対応策を検証して、県内に波及させる必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

―
	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○
	広域的な取組は県が、地域の特性を生かした取組は市町村、ＪＡが担うことで効率化は図られている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　県内のジャンボタニシの被害状況などの情報をより正確に把握する必要がある。また、場当たり的でない広域かつ総合的な対応策と効果測定方法を検討の上、実施する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　現地からの多くの要望に対応して、今後３年間程度対策に取組み、効果を検証する。それら重点地区の事例を紹介する等の情報発信を通じて県内へ波及していく。


（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
	組み合わせ予定のイベント又は事業名及び所管課
	岐阜県生体系保全支援事業【農村振興課】

	組み合わせて実施する理由や期待する効果　など
	水路のジャンボタニシ除去と合わせて総合的に対策を講じることが可能となる。


